
様式第二号（第二条、第十三条の二、第十三条の三、第十九条の八関係）

（建設工事の種類） 工事  （　税込　・　税抜　）

主任技術者 監理技術者

件 千円 千円

件 千円 千円

-
 
4
2
 
-

263,500 80,000
千円 千円

・・・「軽微な工事」
188,700 80,000

千円 千円

合計 35 310,000 80,000

うち　元請工事

月千円 千円

小計 9 220,500 80,000

うち　元請工事

令和 年年

木千円 千円 令和 年年 木

令和

令和

月

3 月千円 千円 年 2 月 令和 22 年令和 22

火千円 千円

宮城県 元請 道路法面工事
宮城県
仙台市

年 火 令和 年

90,000 80,000
レ

令和

月千円 千円

（主な未成工事）

年 月 令和 年令和

4 月千円 千円 年 4 月 令和 2 年令和 2

3 月千円 千円

Ｉ 四国道路 下請
一般国道１００号線道路改良

工事の内カッター工事
宮城県
仙台市

年 2 月 令和 3 年

3,800
上田太郎 レ

令和 3

9 月千円 千円

Ｈ 宮城県 元請
C邸住宅敷地盛土及び

基礎工事
宮城県
仙台市

年 9 月 令和 2 年

4,200
阿部三郎 レ

令和 2

11 月千円 千円

Ｇ ㈱令和組 〃
栄ビル新築工事の内

くい打工事
宮城県
仙台市

年 10 月 令和 2 年

5,500
豊田一郎 レ

令和 2

1 月千円 千円

Ｆ ㈲東北塗装 〃
太白アパート改築工事の内

足場仮設工事
宮城県
仙台市

年 1 月 令和 2 年

6,000
岡崎三男 レ

令和 2

5 月千円 千円

Ｅ 令和産業㈱ 〃
仙台ビル新築工事の内

外構工事
宮城県
仙台市

年 5 月 令和 25 年

7,500
半田五郎 レ

令和 25

山田　潔
8 月千円 千円

Ｄ ㈱昭和建設 下請
広瀬川改修工事の内

掘削工事
宮城県
仙台市

年 7 月 令和 2 年

9,000
津島一平 レ

令和 3 年

4,500
一宮二郎 レ 令和 2

Ｃ Ｂ 〃
Ｂ邸住宅敷地盛土及び

基礎工事
宮城県
仙台市

年 11 月
Ｂ 宮城県 〃 道路法面工事

宮城県
仙台市 千円

90,000 90,000
上田太郎 レ 令和 2

（80,000） （80,000）

4 月千円

年 10 月
Ａ Ａ 元請

A邸新築工事の内
足場組立て工事

宮城県
仙台市

○経営事項審査を受ける場合の記載例①（全ての完成工事高の合計額の７割に達した場合）

　※P.41のフロー図，P.45-49の記載要領を必ずご覧ください

工 事 経 歴 書

100,000
江藤一郎 レ 令和 2

とび・土工・
コンクリート

注文者

元請
又は
下請
の別

JV
の
別

工　事　名
工 事 現 場 の あ る
都 道 府 県 及 び
市 区 町 村 名

配置技術者 請負代金の額 工　　期

氏　名

主任技術者又は監理技術者の
別（該当箇所にﾚ印を記載）

うち、
　・PC
　・法面処理
　・鋼橋上部

着工年月日 完成又は
完成予定年月

12 月千円 千円 令和 3 年

①

元
請
工
事
に
係
る
完
成
工
事

②

①
以
外
の
元
請
及
び
下
請
に
係
る
完
成
工
事

２．記載額が完成工事全体の７割に達
したため記載終了

X Y

Ａ～Iの合計額 ≧ Xの7割

ページごとの元請工事
に係る完成工事高の合
計額 (A+B+C+H)

ページごとの完成
工事高の合計額
(A～Ｉの合計額)

ページごとの合計を記載する。

最終ページにおいて，業種ごとの
すべての工事の合計を記載する。

未成工事については，配置技術者の記載は不要

業種ごとに用紙を改める。

実績がない場合は 「なし」 と記載する。

各工事現場に置かれた配置技
術者について，該当する箇所
にレ印を記載する。

企業共同体（JV）として行っ た工事には「JV」と記載

当該工事の施工

中に配置技術者
の変更があった

場合には，変更
前の者を含むす
べての者を記載
する。

工事進行基準又は

収益認識基準が
適用される工事

は，その完成工事
高を括弧書で付
記する。

③

主
な
未
成
工
事

１．元請工事に係る完成工事

の7割まで記載

申請又は届出をする日の属する事業年度の
前事業年度に完成した建設工事及び未成工
事を記載する。

Ａ～Cの合計額 ≧ Ｙの7割

経審を受ける場合は
「税抜」とする。

「注文者」及び「工事名」に記入に際しては、工事内容が分かるように具体的に記載する。

ただし、個人の氏名を記載しないように注意すること（発注者「Ａ」、工事名「Ａ邸新築工事」のように記載する）。


